
総務省情報通信政策局総合政策課長

山川　鉄郎

平成１４年１２月１９日

ＩＴ戦略の方向性について
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○５年以内に、高速・超高速インターネットに、それぞ
れ３０００万世帯・１０００万世帯が低廉な料金で常
時接続可能な環境を整備

５年以内に、世界最先端のIT国家を目指す

我が国のＩＴ戦略（１）

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略 （2001年1月22日、第1回IT戦略本部決定）

○十分なアドレス空間を備え、プライバシーとセキュリ
ティの確保をしやすいＩＰｖ６を備えたインターネッ
ト網への移行を促進。



2

我が国のＩＴ戦略（２）　－これまでの成果－

２００５年まで常時接続可能な環境

高速　　３,０００万世帯
超高速　１,０００万世帯

高速　 DSL　 ３,５００万世帯
　　　 CATV  ２,３００万世帯　
超高速 FTTH　１,６００万世帯

目　標 実　績

インフラ面の整備は相当程度の進捗が見られている

世界的に最も低廉な水準のインターネット常時接続料金が実現
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注１）１ヶ月30日間、１日24時間インターネットに接続したケースを想定
　２）諸外国の料金は、2002年9月時点のもの。為替レートは、2002年9月2日時点(１米ドル＝119.70円、１英ポンド＝187.89円、１ユーロ=117.87円、１スイスフラン=79.98円、１ウォン=0.1027円)。
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国としても積極的に取り組み

標準化の進展、ネットワーク機器・サービスのＩＰｖ６対応

ＩＰｖ６への対応

○情報家電のＩＰｖ６化に
　関する総合的な研究開発
　　　　　 （2000年度～）
○ｅ！プロジェクト
　　　　　 （2002年度～）

これまで、研究者や企業によりＩＰｖ６への対応は着実に進展

ＩＰｖ６の利用促進に
向けた取り組み
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IPv6対応
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ＩＰｖ６移行に向けたロードマップ作成
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IPv6対応シ
ステムへの
更新の進展



4

ＩＰｖ６関連の市場規模予測

（２００２年８月、情報通信審議会中間答申）

○ インターネットのＩＰｖ６化により、情報家電等による端
末市場の拡大や情報サービス・コンテンツ市場の拡大が予
測され、情報通信提供市場は、２００１年の５０兆円から
２０１０年には１２１兆円(*)と大幅に増加。

○ その他、非接触型ＩＣタグ等による機械以外の物へのＩＰ
ｖ６の実装や、セキュリティの向上に伴うＩＰｖ６インター
ネットを利用した新サービス・商取引の創出が期待される。

○ これらにより、２０１０年における「ＩＰｖ６を利用する
財・サービスの市場」の規模は１７０兆円程度(*)と予測。
　（２０１０年時点での名目国内生産額は１，１３０兆円と算出。）

　(*) 重複あり。

２０１０年までに、ＩＰｖ６対応情報家電等による端末市場の
拡大、情報サービス・コンテンツ市場の拡大が期待される。
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高速道路は建設されつつあるが、走っている車がいない
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（出所）総務省（２００２．１０）

ＩＴ戦略の方向性　－今後の課題－
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日　本　発　新　Ｉ　Ｔ　社　会　の　構　築

○ＩＰｖ６化

○放送のデジタル化の推進

○安定的かつ継続的なサービス提供

○デジタル･ディバイドの克服

○日本型の成長戦略
（脱ＰＣ・ＴＶ端末の活用、ユビキタスへ）

○社会経済の構造改革
（企業のＩＴ化の飛躍的進展）

○コンテンツ開発・流通

利用を支える
インフラ整備

利用の促進

ＩＴ戦略の方向性の概要

○セキュリティ　　　　○プライバシーの保護　　　○消費者支援の推進

国民が抱く不安の払拭

○技術開発　　　　　○人材の育成　　　　　　○国際戦略（世界のハブへの展望）

共通基盤の整備
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ＩＰｖ６に関する我が国の
主な取り組みについて

１．情報家電のＩＰｖ６化に関する総合的な研究開発 ・・・　８

２．ｅ！プロジェクト ・・・　９

３．インターネットのＩＰｖ６への移行の推進 ・・・１５

４．ＩＰｖ６支援制度 ・・・１６

参　考
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データ

データ

ＩＰｖ６
インターネット

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

データ

データ

ＩＰｖ６
インターネット

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

ＩＰｖ６の機能に対応した情報家電
端末を実現するための技術開発を
実施。具体的には、

○セキュリティ機能やマルチキャ
スト機能などＩＰｖ６の持つ機
能をリソースの限られた情報
家電へ実装する技術

○ＩＰｖ６ネットワーク上でモバイ
ルＩＰを活用するための技術　
等

ＩＰｖ６の機能に対応した情報家電
端末を実現するための技術開発を
実施。具体的には、

○セキュリティ機能やマルチキャ
スト機能などＩＰｖ６の持つ機
能をリソースの限られた情報
家電へ実装する技術

○ＩＰｖ６ネットワーク上でモバイ
ルＩＰを活用するための技術　
等

国民が簡単かつ安心してＩＰｖ６インターネットを利活用できる
環境の早期実現を目指す

情報家電のＩＰｖ６化に関する総合的な研究開発
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校外

校内

家庭

○小中学校・家庭等へＩＰｖ６対応
無線ＬＡＮ環境を構築

○ＰＣ端末間で映像対話が可能

○校内外で様々な教育コンテン
ツを利用可能

○実施地域：東京都三鷹市

○小中学校・家庭等へＩＰｖ６対応
無線ＬＡＮ環境を構築

○ＰＣ端末間で映像対話が可能

○校内外で様々な教育コンテン
ツを利用可能

○実施地域：東京都三鷹市

教育分野におけるＩＴの利活用

端末を個別に認識する機能を持つＩＰｖ６と高速無線ＬＡＮを活用し、
遠隔授業、生涯学習をどこでも簡単に実現

ＩＰｖ６
ネットワーク
ＩＰｖ６
ネットワーク

地域センター

無線ＬＡＮ基地局

小中学校

ｅ！プロジェクト（１）
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○市役所・家庭等へＩＰｖ６対応
の光ファイバーネットワークを
構築

○映像対話形式による行政相
談や納税証明書等の電子申
請が可能

○実施地域：岡山県岡山市

○市役所・家庭等へＩＰｖ６対応
の光ファイバーネットワークを
構築

○映像対話形式による行政相
談や納税証明書等の電子申
請が可能

○実施地域：岡山県岡山市

地方行政分野におけるＩＴの利活用

セキュリティ機能を持つＩＰｖ６と高速大容量の光ファイバーネットワーク
を活用し、自宅で対話による証明書の発行などの行政サービスを実現

行政相談、電子申請・交付

認証局

市役所、保健センタ等

ＩＰｖ６
ネットワーク
ＩＰｖ６
ネットワーク

家庭、公民館 証明書印刷

ｅ！プロジェクト（２）
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○保健医療センターやケア対象者
宅へＩＰｖ６対応ネットワーク環境
を構築

○ケア対象者の健康状態や活動
の様子を遠隔から把握可能

○ケア対象者が家族、ケアスタッ
フ等と映像対話によるコミュニケー
ションが可能

○実施地域：神奈川県藤沢市

○保健医療センターやケア対象者
宅へＩＰｖ６対応ネットワーク環境
を構築

○ケア対象者の健康状態や活動
の様子を遠隔から把握可能

○ケア対象者が家族、ケアスタッ
フ等と映像対話によるコミュニケー
ションが可能

○実施地域：神奈川県藤沢市

介護福祉分野におけるＩＴの利活用

セキュリティ機能を持つＩＰｖ６を活用し、
安心して介護福祉サービスが受けられるシステムを実現

IPv6ベッド
(生体情報センサー)

モニター（ケア対象者）モニター（ケア対象者）

家族家族

ＩＰｖ６
ネットワーク
ＩＰｖ６
ネットワーク

保健医療センター保健医療センター

IPv6エアロバイク

ｅ！プロジェクト（３）
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○オフィスや公園、道路等へモ
バイルＩＰ対応無線ＬＡＮ環境
を構築

○街区内を端末を持って移動す
るとその場所に対応した情報
を表示

○音声通話により、移動しなが
らコミュニケーションを図るこ
とが可能

○実施地域：東京都港区

○オフィスや公園、道路等へモ
バイルＩＰ対応無線ＬＡＮ環境
を構築

○街区内を端末を持って移動す
るとその場所に対応した情報
を表示

○音声通話により、移動しなが
らコミュニケーションを図るこ
とが可能

○実施地域：東京都港区

道路や公園等公共的なｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽにおけるＩＴの利活用

端末を個別に認識する機能を持つＩＰｖ６やモバイルＩＰ技術を活用し、モバイル端末で移動しな
がら、シームレスな情報送受や場所に応じた情報配信を無線ＬＡＮ環境で実現

事務所棟

公園

モバイル
端末

商店街・地域情報

ＩＰｖ６
ネットワーク
ＩＰｖ６
ネットワーク

ｅ！プロジェクト（４）
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ＩＰｖ６ネットワーク

流通業者

流通業者

農園 学校

学校

ホットスポット

デパート

IPv6冷蔵庫
天文台

獣医

農協

牧場

センサー IPv6コントローラー

無線LAN機能

超小型IPv6無線モジュール

○超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙを活用したe-
農業
　・超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙによる牛遠隔
監視及び畜産物情報追跡管理

　・超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙによるビニー
ルハウス遠隔監視及び農産物情
報追跡管理

○IPv6を活用した自然体験学習

　・IPv6を活用した遠隔天体観測等
○実施地域：岐阜県及び山梨県

○超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙを活用したe-
農業
　・超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙによる牛遠隔
監視及び畜産物情報追跡管理

　・超小型IPv6ﾓｼﾞｭｰﾙによるビニー
ルハウス遠隔監視及び農産物情
報追跡管理

○IPv6を活用した自然体験学習

　・IPv6を活用した遠隔天体観測等
○実施地域：岐阜県及び山梨県

超小型ＩＰｖ６無線モジュール等を活用した
畜産物・農作物の遠隔監視や情報追跡管理等の実現

農業分野等におけるＩＴの利活用

ｅ！プロジェクト（５）
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福岡の大学

アプリケーション機能（イメージ）

日本在住の
学生・社会人

九州大学／九州
産業大学など

先生の講義

韓国の大学

日韓光コリドー

高精細度TV

高精細度TV ビデオカメラ

ビデオカメラ

Virtual
Classroom

韓国在住
の学生・
社会人

ソウル国立
大学校など

福岡の大学
九州大学など

超高速光回線
韓国の大学
ソウル国立
大学校など

○ITを用いた日韓の総合的な交流の
実現

・IPv6を活用した教室空間の共有に
よる韓国及び福岡県内の大学間に
おける遠隔講義並びに中高生の日
韓交流学習

・IPv6を活用したイベント空間の共有
による日韓両国の文化交流　等

○実施地域：福岡県

ＩＰｖ６技術（マルチキャスト等）を活用した遠隔協調型の教育
アプリケーションや文化交流等、日韓の総合的な情報交流の実現

ｅ！プロジェクト（６）

国際文化分野におけるＩＴの利活用
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IPv4/IPv6
対応サーバ

IPv4/IPv6
対応ルータ

ＩＰｖ４/IPv6並行運用
自治体

IPv4端末 IPv6対応端末

企業

サーバ 等

サーバ 等

IPv6対応端末IPv4端末

ファイヤーウォールファイヤーウォール

IPv4端末

IPv4端末 IPv4端末

IPv4端末
ＩＰｖ４インターネットＩＰｖ４インターネット

IPv4/IPv6
対応ルータ

移行モデルネットワーク

インターネットのＩＰｖ６への移行の推進

家庭ユーザ

IPv6対応端末

IPv4端末

世界最先端のＩＴ国家の実現に向け、インターネット基盤全体のＩＰｖ４からＩＰｖ６への円滑な移行を実現するためのモ
デル実証実験を行い、ネットワーク運用上の課題の解決を図るとともに、移行モデルを策定する。
世界最先端のＩＴ国家の実現に向け、インターネット基盤全体のＩＰｖ４からＩＰｖ６への円滑な移行を実現するためのモ
デル実証実験を行い、ネットワーク運用上の課題の解決を図るとともに、移行モデルを策定する。

○ 地方自治体、企業ユーザ、家庭ユーザ等から構成されるモデル地区を選定し、インターネット基盤全体のＩＰｖ４　　からＩＰ
ｖ６への移行に関するモデル実証実験を平成１５年度からの３か年計画で実施。

○ ネットワーク運用上の課題について解決を図るとともに、現在のＩＰｖ４に影響を与えずにＩＰｖ６に円滑に移行す　　るため
の最適移行モデルを策定。

○ 国際的なＩＰｖ６への移行を促進するため、ＩＰｖ６への移行ノウハウを実証実験の成果の公表、国際機関等を通　　じた標
準化等により諸外国に発信する。

所要経費：
　平成１５年度要求額
　　　　２，１５０百万円
　　　　　　（新規要求）

所要経費：
　平成１５年度要求額
　　　　２，１５０百万円
　　　　　　（新規要求）
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１　政策目標
　　近時におけるインターネットの急速な普及に伴い、ＩＰアドレスの枯渇が懸念される中において、次世代のイ　　ンターネッ
トプロトコルであるＩＰｖ６の普及の促進の必要性が高まっている現状に鑑み、ＩＰｖ６対応のルーターに　ついて税制支援措
置等を行うものです。

２　税制支援の概要
(1) 対象者：「電気通信基盤充実臨時措置法」に基づき高度通信施設整備事業の実施計画について、総務大臣　　　　　　
　　の認定を受けた電気通信事業者
(2) 対象設備：ＩＰｖ６対応のルーター
(3) 支援内容

(4) 取得期限：平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日

３　その他の支援策　　
　無利子、低利融資制度（高度通信施設整備事業）の対象設備として、新たにＩＰｖ６対応のルーターを追加
　　・対象者：２(1)による認定を受けた電気通信事業者

取得後５年度分の固定資産税の課税標準　３／４事業所間を接続するもの地方税

(固定資産税) 

特別償却率　１２％事業所と加入者間を接続するもののうち、事業所側に
設置するもの

国税

（法人税）

税制支援措置対象

既存融資制度の適用金利の３／４純民間事業者

無利子・首都圏整備法による既成市街地、近畿圏整備法による既成　都市区域及び名
古屋市の旧市街地　　２５％

・首都圏整備法による近郊整備地帯、近畿圏整備法による近　郊整備区域及び
中部圏開発整備法による都市整備区域（名　古屋市の旧市街地を除く）　　３７．
５％

・その他の地域　　５０％

第三セクター

金利融資比率融資対象

ＩＰｖ６支援制度


